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【東北の農業・林業・水産業復興提言】(要約)
平成23.10.14.
（基本方針）

○仙台に復興庁を置き、そこに大きな権限と十分な資金を与える。

○復興財源の基本としては、増税ありきでなく、国および地方の既存事業に優先順位を設け、事業の徹底的な縮小・廃止を断行する。
○さらに、政府による思い切った財政出動と公共事業および日銀による大胆な金融政策を実行し復興財源を確保する。
Ｏ地域再生計画委員会は市町村ごとに作るのではなく、広域で街づくりの基本方針を作る。
○農地と都市の土地利用の一本化をはかり、居住区は高台に集約し、圃場や漁港に通勤する。
（農業）

○復興を契機に農業など一次産業を「強い成長産業」に転換し、もうかる就業の場へと改革する。
○農政ノウハウを世界に求め謙虚に学び、わが国の地域性に考慮した独自の再生プランを作る。
○30～50haの大規模水田複合経営など強い農業経営の将来ビジョンを提示し、省庁を超えたモデル事業を展開する。
（林業）

○「森林・林業再生プラン」の着実な実施により森林資源が膨大な東北復興の第一歩とする。

○木質系がれきと森林資源とを結びつける中大規模のバイオマス利用モデルを構築する。

○地域分散型の熱電供給システムを確立し、東北のエネルギー自給率100％を目指す。

（水産業）

○「強い水産業」改革・新生プランを速やかに策定し、東北からわが国水産業の改革・新生ビジネスモデルを創造する。
○水産資源を国民共有の財産と位置づけ、漁業法などの水産業関連法制度を抜本改正する。

○水産資源の回復・復活のため、譲渡可能個別漁獲割当(ITQ)制度を「水産加工復興枠」とともに導入し、「漁業者個別所得補償制度」を創設する。
○漁業への新規参入と後継者の確保のため、広く漁業者、民間企業、個人などに漁業を開放する。
